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は じめに

本稿は、第二次世界大戦後(1948年8月15日 以降。以下、戦後 と略称)韓 国における

教育評価 の歴史的展開 とその意義について明 らかにするものです。

戦後、韓国は 日本の軍国主義から抜 け出 して米国の教育制度を導入 し、現代の初等教育

制度 の基礎 を形成 した と言われています(1)。しか し、米軍政は学校 の設立、運営、教員の

任免 、公文書などの規定や制度において相 当な部分で 日本の教育政策を踏襲 してお り(2)、

大韓民国政府樹立(1948年8月15日)ま での3年 間は、米軍政の教育理念が政策的にそ

の中心 として据 えられていま した。

その後1950年 、朝鮮戦争の間に中学校入学制度改革の一っである 「入学考査」の試験が

行われ、韓国においてよ り科学的で体系的な教育評価 が導入 され始めま した。特に、1950

年のはじめは 「国民学校義務教育」(3)の法的基盤 が作 られま した。

また1969年 、経済成長 とともに教育人 口が爆発的に増加 した ことによって加熱 した中等

入試 は、国家管理制度の帰結 と言える中学校の 「無試験進学制度」を施行す るよ うにな り、

1973年 からは 「高校平準化教育政策」を実行す るよ うにな りま した。1981年 以降、高校の

「内申成績」が大学入試に重要な要件 にな り、文教部(4)が提示 した 「成就度評定換算度」

により絶対評価(目 標準拠評価)と 相対評価(集 団準拠評価)が 混用 されていま したが、

1990年 代 か らは教 育測 定及 び 評価 の多様 化 、専 門化 、個 性化 のた めの 「遂行 評価

(performanceassessment)」 が各学校に導入 され るようになっています。

韓 国の教育制度は、政治的、経済的、社会的、文化的に多様な要因が絡み合 って成立 し

ています。そのため、戦後から現在までの教育評価改革の変遷 を取 り上げ、教育問題 を社

会的な変化 と照合 させ なが ら分析 し、その本質 を究明す ることによって、韓国(ひ いては

日本)に おける教育(評 価)研 究に対 して示唆 に富んだ知見が得 られ ると考え られ ます。

戦後か ら現在 に至 るまでの韓国にお ける教育評価改革の変遷に関す る詳細な研 究は、現

在の ところ 日本においては見 られません。そ こで本稿 では、教育評価の導入過程 と改革の

観点から、「学科試験」をめぐる模索(1945年 から1949年 まで)、 測定 中心の理論 と実践の

展開(1950年 から1972年 まで)、教育評価研 究の多様化 と発展(1973年 か ら現在に至 るまで)

とい う、大きく3つ の時代に分けて見ていきます。とりわけ1997年 か ら韓国で広 く普及 し

ている遂行評価が教育現場に導入 された過程 に注 目します。 これ らの作業 を通 じ、韓国で

国家政策の1つ として実行 されている遂行評価の導入に至 るまでの教育評価改革の変遷や
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経緯 を明 らかにしたい と考えています。

1「 学科 試験 」 をめ ぐる模 索 一1945年 か ら1949年 ま で

(1)終 戦直後の教育改革

1945年 の終戦直後、韓 国の教育改革は米軍の直接統治によって行われま した。1945年9

月9日 、軍政庁長官に任命 されたアーチボル ド(Archibald,V.A,)は 、学務局長にロッカ

ー ド(Lockard
,E.N,)(5)任 命 し、部局では韓国人の金性洗(Gim,Seong-Ju)(6)を 顧 問 とし

ま した。 当時の学務局(BureauofEducation)は 、何 よ りも長 らく休校 ・閉鎖状態 になっ

ていた各地の学校 の再開と、教員確保の問題 に取 り組みました。その結果、1945年9.月24

日公立国民学校(小 学校)を 再開 し、10月1日 か らは中学校・高校 も再開 しま した。米軍政

は、法令第6号 「教育 に関す る措置」を公表 し、公立国民学校 は、1945年9月24日 に開

校 し、6か ら12才 までの児童 は就学す ること、私立学校は開校前に学務当局の許可をもら

うこと、児童生徒 を人種及び宗教によって差別待遇 しない こと、教授用語は韓国語である

こと(但 し、韓国語で作 られた適切な教材 を利用できるまで外国語を使用 してもかまわな

い)、国家の利益に反す る授業や慣習化を させ ないこととい う緊急対策を指示 しま した(7)。

これ は、韓国の 自由・独立の国家を構築するために推進 されたもので した。なお、当時、学

務 当局が通牒 で公立国民学校に指示 した 「教科及び授業時間表」は表1で 示 した通 りであ り

ます。

軍政庁は1945年10月21日 、学校教育に関する説 明と指示(ExplanationofandDirective

onSchools)を 通 じ、公立国民学校 の教育課程や教科 目に関 して、従来の歴史、地理、公民

の教科 目を統合 し、 「社会生活科」を導入 しま した。社会生活科は、知識 中心ではなく生

活 中心の教育を標榜 して設 けられ、同時に当時流行 した 「デ ューイ式の進歩主義」の教育

理論 が、児童の学校生活全般 にわたって反映 されるよ うにな りま した(8)。歴史意識を育み

知識 と良識ある国民 ・市民を育てるには、道徳や国史などの科 目を通 して知識量を増やす

ことを 目的に教 えるよりも、一般教科の指導 とともに経験的に教 えることが望ま しく、教

科 目全般 にわたって経験 と実践を通 じて教育を行 うことが効果的である、と考 えられたわ

けです。

また、アメ リカの進歩主義 の教育思潮 に従って 「新教育」(9)中心に運営 された 「朝鮮教

育審議会」(1°)は、義務教育の法制化(1945年11月14日)と 公立国民学校の教育課程(教

科編成及び時間配 当)の よ うな 「新学制」について議論 を行いま した。そ こでは、初等改革

運動 とともに中等教育をどのように行 うのかが大きな課題 とされた。すなわち、1つ の学

校で継続 して教 えるのかそれ とも2つ の教育機関で教えるのかが問われた。結果、朝鮮教

育審議会の意向によって軍政庁の文教部で6-3-3-4制 を基準 とした新学制が採択 され、1946
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年9.月 か らは中等教育期間が合 わせて6年 にな りま した。 しか し、学校現場で実際に実行

され た学制は6-6-4制 であ り、初級中学3年 課程 と上級 中学3年 課程 が、6年 制の中学校ま

たは実業中学校で教 えられま した。

戦後、1年 が経った1946年7.月 にはすべての学校 ・学年 において教育が再開され、数量

面(児 童生徒数、教員数)で は、戦前の水準を上回るまでに回復 しま したが(11)、教育体系

の混乱 したままで、韓国民族の 自主 ・独立性 に関わる時代的な課題 は残 されていま した。

また、教育課程 を支 える教科書は大部分が準備 中、あるいは全 く用意 されていない状態で

あ り、各学校 で自主的に作成 ・使用す るのが実情で した(12)。

表1公 立国民学校 の教 科及 び授 業時間表(1946年11.月)

学年

教科

1年 2年 3年 4年 5年 6年

時間 内容 時間 内容 時間 内容 時間 内容 時間 内容 時間 内容

国語 360
読 、 書

話 、作
360 同 360 同 360 同 320

読、話

作

(鉄筆)

320 同

社会
生活

160

公民、地

理 ・ 歴

史、職 業

160 同 200 同 200 同
男240

女200

同 男240

女200

同

理科 一 自 然 観

察
160 同 一 同 160

理 科 一

般
160 同 160 同

算数 160
算 数 一

般
160 同 200 同 200 同 200 同 200 同

保健 200
体育、衛

生 ・休養
200 同 200 同 200 同 200 同 200 同

音楽 80

唱歌、

鑑 賞基

礎 ・練習

80 同 80 同 80 同 80 同 80 同

美術 160
図画、

工作
160 同 160 同 160

図画、工

作、書道

(毛筆)

男100

女120

男160

女120

同

家事 一 一 一 一
女80

家事
裁縫

女80 同

計
1,120(

28)

1,120(

28)

1,200(

30)

1,360(

34)

1,360(

34)

1,360(

34)

(Kim,Ybong-U『 韓 国初等教育史』韓 国教育史学会、1999年 、p.286を 筆者訳 出)

(2)入 学試験 をめ ぐる動向

それでは、当時の韓国の学校 において どの ような教育評価が行われていたのか。 これ に

ついては、朝鮮戦争によって資料が散逸 ・焼失 して しまっているため、詳細を探ることが

できませ ん。 しか しながら入試改革の動向については、当時の新聞記事(東 亜 日報)な ど

から、下記のことが明 らかです。

まず、 この時代の中学校 ・高校 ・大学のすべてにおける入学競争は大変厳 しい もので し

た。 日本帝国時代、強権的に制限されていた就学の自由が この時期には保障 されるよ うに

なったものの、学校の収容力 を一度に拡大 させ ることはできなかったか らです。例 えば、

米軍政下にあった1946年 か ら1948年 の中学校への入学競争率はソウルの有名な人文系中

学校 の場合、定員 の10倍 に至 るほ ど非常に熾烈な ものとな りま した。
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「入試地獄」とい う言葉は この時期に生まれた と言われています(13)。この ような状況の

中、文教部 は小 ・中学校委員会か ら提出 された原案を検討 し、中学校入試案を採択 し、1947

年5月7日 に各道知事 とソウル市長に通達 しま した。中学校入試案による入試制度の内容

は、表2で 示 した通 りです。表2よ り、当時の中学校入試案では、入学志願者の出身の公

立国民学校長 の証 明書、身体検査、知能検査、人物考査(口 頭試験)の 結果を総合的に審

査 して選抜 しよ うとした ことが分か ります。

表21947年 の中学校入試案の評価関連内容

[前略]一 中学校の入学生は出身公立国民学校長の証明書、身体検査、知能検査、人物考査の結果を総合的に考慮して

選抜される。
一競争 と学費負担の軽減のため、志願学校は居住地近辺の中等学校から選択することを原則とする。
一志望者が募集人員の3倍 を超過する場合は出身学校長の証明書により第1次 選考で募集人員の2倍 以内の人

員を事前に発表する。
一出身学校長の証明書の成績は500点 を満点としてで審査する。
一身体検査結果を入試に反映させ る。
一知能検査の成績は500点 満点 とする。その内容は公立国民学校授業の全学年の内容を基礎 とし、生徒の知

識 ・能力を2回 に分けて考査する。1回 の問題数は50問 以上で1時 間以内とする。
一人物考査は生徒の言語、態度、性格その他の人物考査について審査する。
一試験の期 日は7月3日 から5日 の間に任意で行 う。[後 略]

(東亜 日報、1947年5.月8日 の 中学校入試案 を筆者訳 出)

ここでの 「知能検査」 とは、公立国民学校 における全学年の授業内容を基礎 とした、生

徒の知識 と能力 を測 るものであり、実質的には詰め込み式の学科試験 となっていま した。

試験 は、2回 に分け られてお り、1回 一時間程度で問題数 は50問 以上な どと決 められてい

ました。しか し、韓国教育の中心 と言われてい るソウル市が同月の23日 に発表 した中学校

「入試要綱」は幾つかの点で大きく異なっていま した。そ こでは、従来の教科書を丸暗記

すれ ば問題が解 けるような科 目別の学科試験が廃止 されま した。また、公立国民学校(小

学校)の 授業で受 けた全学科の内容を総合的に扱 うタイプの知能検査が行われま した。 こ

れは、公立国民学校で成績 がよかった児童が試験でも良い点数が とれ るようにする工夫で

した。 さらに、試験成績の半分を、出身学校長か らの内申書が 占めることが原則 とされま

した。同時に、激 しい入試競争 を防 ぐため、生徒の志望校 は原則的に自分の居住区内で一

番近い学校 とされ ました。

こ うして、米軍政下での最後の中学校入学試験は、1948年7月2日 か ら12日 まで行わ

れま したが、この時期の試験 の特徴は、従来実施 されていた面接による 「人物考査(口 頭試

験)」 の完全廃止によって、1次 試験(学 科試験)合 格者が2次 試験(人 物考査)を 受 けなく

て もよい とい うことで した。 さらに、試験官の恣意的な採点方法に対す る社会的な物議が

起 こることを避 けるため、 自由記述式の試験が廃止 され るようにな り、真偽型(○ ×式、

正否式)、 多肢選択型、完成型などの問題が入学試験において採用 されま した。ソウル市で

も入試制度が変わ り、公立国民学校 の4、5、6学 年の成績 を300点 、受験学校で実施す る
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知能検査を300点 、それ らに身体検査 を加 えて選抜す る制度が施行 されま した(14)。しか し、

公立国民学校 の内申書 と知能試験の公平性 に対 して国民の非難が強 くな り、1949年5.月25

日、文教部は、中学校 の入試 について再び 「学校別の学科試験」 を中心に施行するよ う決

定 しました。 こ うして、1949年 と1950年 の中学校の新入生は、各学校 での学科試験成績

によって選抜 され ることにな りま した。

米軍政による戦後初期の教育改革は、36年 間の 日本の植 民地時代か らの残津 を除去 し、

自由と独立を 目指す国家を構築す るべ く行われたため、進歩主義が色濃 いもので した。 し

かし、上でみたような当時の入試改革 をめぐる動向か らは、そのよ うな進歩的教育改革 に

対応す る教育評価論は未成熟な段階にあった と考え られます。入学試験の議論が、詰め込

み式の学科試験の内容 と方法、「不公正」と批判 され るような内申書や知能検査 との問を右

往左往 していたことか ら、各学校においても、詰め込み式の学科試験 とそれに応 じた評価

が行 われていた可能性 があ り、あるは教師 による主観 的な評価が主流であったことも推察

され ます。

2測 定中心の理論 と実践の展開 一1950年 か ら1972年 まで

(1)教 育評価理論 と 「国家連合考査制度」

韓 国において、よ り科学的で体系的な教育評価法が導入 され始めたのは1950年 代以降で

あると言えます。 なぜ なら、この時期に発展 した教育評価理論が紹介 され、教育評価実践

に関す る検討や改革が推進 され始めたか らです。例えば、 「国民学校用の知能検査」や 「中

高校用の簡便知能検査」の作成 と実施が挙げ られます。 これは児童生徒の行動特性 を科学

的に測定す るための標準化心理検査(集 団知能検査、算数標 準化検査、読書力標準化検査、

適性検査、興味(関 心)検 査、性格検査など)を 中心 とした もので、評価方式は、真偽型、

多肢選択型、完成型、組み合わせ型が導入 され、低費用で大規模な検査(試 験)が 可能で

あ り採点が容易なために、検査の頻度が増加 しま したが同時に、多様な類型の標準化検査

を制作 ・普及 させ ることによ り、国民学校、中学校の教育現場では点数 による序列化をは

じめ、相対評価 を採用す る傾向が進みま した。他方、アメリカで研究 された教育測定及び

評価 のための理論 と実践が韓国語で紹介 され、一部では検査問題作成の熱意が高まるとと

もに、教育評価 とは教育 目標 にどれ くらい到達 したのかを判断す ることである、 とい うタ

イ ラー(Tyler,R.)の 教育評価概念も導入 され、教育評価 に新たな観点が加 わ りは じめま

した。

しか し、1950年 の朝鮮戦争によって教育施設は再び破壊 され、児童生徒、教員は学校 に

来 ることさえできなくな りま した。このよ うな中、文教部はソウルか らプサンに移 り、戦

時下で、「新 しい考査方法」を公表 しま した。そこでは、戦争による混乱状態の中で入試制
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度 を立て直 し、国家的予算を最小限に しつつ、さらに入試 の公正性(妥 当性や一貫性)を

高めることが述べ られていま した。これに基づいて翌1951年 か ら1953年 までの3年 間、

中学校で 「国家連合考査制度」が施行 されま した。新年度の中学校入学制度改革の先駆 け

となるこの国家連合考査制度 とは、初の国家考査制度であり、① 全国で、② 一斉 に、③ 同

日に、④ 同一の問題で実力考査 を行 うものです。その 目的は中学校入試 の国家管理、先試

験 ・後志願(試 験 を受けて、その結果次第で志望校 を決定す るとい うこと)の 定着、客観

式問題形式(選 択型、択一型)の 定着で した。出題に関 しても既存の主観的考査か ら客観

的考査(真 偽型、完成型、配列型、作文型、訂正型な ど)へ の転換が見 られま した。

朝鮮戦争後の戦乱期に行 われた、 この新 しい中学校入学試験国家連合考査制度は、社会

的混乱の中で比較的公正な入学試験を行 ない、文教部の趣 旨がある程度理解 され、実行 さ

れた とい う点では、「大韓民国政府樹立以降の最大最善の施策」(15)あった と肯定的に評価す

ることができます。

ところが、国家が中学校 の入試選抜に直接 関与 したため、教育内容の画一化 を招 く契機

とな り、先試験、後志願によって学校の序列づ けをも生む結果 とな りま した。 こ うしたこ

とか ら、生徒や保護者の心理的な負担 は、いわゆる 「nunchi(気 配)作 戦」(16)いう社会現象

まで引き起 こしま した。 この頃から韓国の教育 には、現在最 も問題 となっている詰 め込み

式の学習形態が蔓延 した と考 えられます。また学校においては入試管理の便宜のため、客

観式試験制度 を採択 しよ うとする動きが見 られ るよ うにな りま した(17)。

(2)「 無試験進学制度」と 「高校平準化教育政策」の試行

文教部は国民学校(小 学校)に 「生活記録簿」に代えて 「学籍簿」 を設置す ることを法

制化(1955年1.月25日)し ま した。 「国民学校生活記録簿の書式及び処理要領」とい う文

教部の学習評価に関する最初の法令であ り、そ こでは 「民主的社会において正 しい行動 を

行 う韓国の児童」が求め られています。16項 目(18)学習生活 に対す る望ま しい概念が提示 さ

れ、評価基準は、フHga)、 耳(na)、 叫(da)の3段 階で した。 「フHga)」 が最 も優れ

た評価で、「叫(da)」 が最 も低い評価です。耳(na)を とる児童の割合が全体の70%、7Hga)

と叫(da)の 割合がそれぞれ15%に なるよ うに定 め、各学校及び地域別で具体的に 「平均評

定尺度」 を作成 し、活用す るよ うに明示 されています。 また、翌年の文教部 の訓令第21

号(1956年5月7日)の 「中学校生活記録簿の書式及び処理要領」や訓令第24号(1956年10

月12日)の 「高校生活記録簿の書式及び処理要領」の評価基準 も、国民学校 と同様 の要領で

評価す るよ うに規定 していま した。

第一節でみた、終戦直後の5年 間の 「学校別学科試験」、さらにその後の朝鮮戦争期間中

の 「国家連合考査制度」とい う両極端の入試制度 を経験 し、中学校入試制度 は1954年 か ら

1968年 までに6回 も変 えられま した。 この ような複雑 な変化を経て、1968年7月15日 に

文教部は教育改革 を実行 し、中学校入試は国家管理制度 の帰結 と言 える 「無試験進学制度」
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(1969年 の入試 か ら適用)を 施行す るに至 りま した。 この採択 に至 るまでの入試制度 の試

行 ・実験期 とも言 える時期 が、後の韓国の入試制度に与 えた影響は大 きい。中学校進学の

試験地獄 から子 どもを解放 した ことか ら「7.15子ども解放」とも呼ばれ る「無試験進学制度」

の発表内容は、①1969年 から中学校入試試験制度 を廃止、② 中学区を設置、③ 抽選で

入学を決定する、 とい うもので した。同時に、中学校入学のための行 き過 ぎた競争 を緩和

して学校 の平準化 をはかるため、一流 の公私立中学校の14校 を年次的に閉鎖 し、その施設

は高校に転用す るとい う発表 もあ りま した。 このよ うな措置 について、それまで入試競争

による心理的な負担 と 「私教育費」の負担であえいでいた当時の児童生徒、教師、保護者

は、積極的に支持 と歓迎の意 を表 しま した(19)。

一方
、高校では、中学校 の 「無試験進学制度」の影響に伴って1969年 か ら、高校単独の

「新入生選抜制度」が実行 されま した。1969年 か ら1971年 までは、中学校 ・高校の設立

主体が同一の場合、無試験進学が可能であった 「同一系進学措置」が一時的に行われま し

た。 ところが、該 当しない生徒や保護者 か ら教育を受ける機会に対す る人為的な制限であ

る、 とい う批判の声が高ま り、一時期、高校 の入試は 「教育の非正常化」 と言われ るほど

の混乱 を招きました。 これを受けて、1972年12.月18日 文教部 は 「入試制度研究協議会」

を構成 し、 「高校入試制度 の改善案」 を提示、1973年3月13日 、最終確定案 を発表 しま

した。

文教部は、 「高校入試制度の改善案」を発表 した直後か ら、政策の評価 を高 めるための

先行措置 として、① 高校平準化教育政策措置、② 高校非進学者及び不合格 となった者に

対す る教育機会拡大、③ 生徒や教師、学校間における制度上の矛盾や不平等な どの諸問題

の解決 を強力に実行 しま した。 「高校平準化教育政策」(1974年 か ら施行)と は、高校間

の格差是正のために導入 された教育制度であります。

1974年 にソウル とプサンか らは じま り、1980年 代には全国の市 と道(20)を合わせて20地

域にまで拡大 され ました。 この政策により、高校入試 の競争過熱問題は緩和 されま した。

しか しながら、平準化す ることによって生徒の学校選択の幅 を狭め、学力低下を引き起 こ

した とい う批判が大き くな り、1992年 からは地方を中心に解除措置が とられま した。高校

平準化教育政策は存続可否 についての論争は継続 しなが らも、現在、すべての市(道(県)

にも拡大 されっっある)で 実施 されています。

以上の ことか ら、高校平準化教育政策措置のもた らした肯定的な面は、① 中学校教育の

正常化、② 高校教育の機会拡大及び学校間教育格差 の緩和、③ 過熱 した入試競争の緩和

の3点 であると言 えます。その一方で、は じめか ら政府主導の人為的で画一的な政策 とい

う限界点を持 って出発 したため、結果 として中等教育の多様性の否定、国民の教育選択権

の侵害、 さらには学力低下等の問題 を招いた ことも事実であ ります。 この時期の教育評価

は、戦後から半世紀にわたってアメ リカの教育評価の概念や方法 を取 り入れてそのまま活

用 したため(21)、比較的に早い展開を見せた と言えます。けれ ども、一方では学力試験を実
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施す ることがすなわち 「評価」であるかのよ うに捉 えられ、児童生徒が どの ように学び、

どのよ うな能力 を形成 しているのかをみず、ただ、評価の公平性 を高めるための試験を行

い成績 を測定す ることに関心が寄せ られていま した。

しかし、この時期において大規模 な入試改革が行われ、高校平準化教育政策が採用 され

た ことによって、次の時代 の教育評価改革 を招来 した とも言 えます。国民学校、中学校 に

お ける教育が選抜入試 の抑圧か ら解放 された ことによ り、 目標志向評価 、さらには評価内

容の改革である遂行評価の導入 が実現 され る素地が用意 された と言えるで しょう。

3教 育評価研究の多様化と発展 一1973年 か ら現在に至るまで

(1)教 育評価の転換

韓 国ではそれまでの相対評価や無試験進学制度に偏向 した反省 を踏 まえて、1976年 、中

央政府が公式に 「目標志向評価」を導入す るようにな りま した。2月26日 の文教部の訓令

第323号 により、国民学校 、中学校、高等学校の成績評価 は、児童生徒の相互独立性 と心

理的発達過程及びその発達の継続性 に重点 を置 き、教師側 が随時観察 した事項 を累加 的に

記録 して総合 的に評価す ることを原則 して提示 しま した。しか し、試験の難易度 によって、

児童生徒の到達度 が随時異なるとい う問題点が指摘 され、教育課程(22)に基づいた明確 な評

価基準及び教育課程に準拠 した評価 が必要 にな りま した。よって、1981年 か ら各科 目別成

績 を算出す る際、 「成就度評定換算度」を活用することが提示 されま した。 「成就度評定

換算度」 とは、児童生徒の 「学業成績管理規定」のことです。例 えば、1つ の学校 内で同

じ学年 を対象に実施 された試験科 目の全体平均が44点 以下の場合 には、その科 目で80点

以上を取った児童生徒 を 「秀」 と評価 し、全体平均が45点 以上49点 以下の場合には、82

点以上 を 「秀」 と評価す るとい うようなもので した。 この ような評価方式は、個別の教科

目別成績 を算出す る場合 も、全体の平均点数 を考慮するとい う点で、絶対評価方式 と相対

評価方式を折衷 したもので した(23)。

また、1984年 には 「韓国教育評価学会」が創立 され、教育機関 と教師側に、以前 よりさ

らに高い教育評価 に関す る専門性が求め られるようにな りま した。すなわち、1980年 代 に

なってか らは、授業では可能な限 り多様 な教材 ・教具を活用 し、評価の際は児童生徒を総

合的にみる、 とい う方向に向かい始めたわけです。 当時は、教育測定及び評価のための一

般化可能性理論(generalizabilitytheory)、 項 目反応理論(itemresponsetheory)、 構造方

程式モデル(structuralequationmodel)、 多水準データ分析(multi-leveldataanalysis)

などが導入、活用 されま した。評価方法について も、従来の画一的な測定方法 よ りも多様

な質的評価方法 を開発 し使用するための取 り組みが盛んに行われま した。

さらに、1985年8.月 からは文教部直属機関である 「中央教育評価院」が設立 され、大学
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入試 の選抜を体系的に管理す るよ うにな りま した。同院は、国民学校、中学校、高校の教

育測定及び評価に関連す る資料 の蒐集や、研究活動 を体系的に行 うことによって学校教育

現場 での児童生徒 の評価改善 に大 きな影響 を与 えま した。また、1989年 からは、文教部の

「国民学校、中学校、高校の生活記録簿書式及び処理要領」により、児童生徒の行動発達状

況の評価結果 を行動特性別 に細分化す るのではな く、統合 して 「文章式の評価記録方式」

で評価するよ うに改革が行 われま した。 「文章式の評価記録方式」は、その名称を 「総合

生活記録簿管理指針」 「学校生活記録簿管理指針」 「学校生活記録簿電算処理及び管理指

針」など4回 も変更 しなが らも、現在に至 るまで広 く使われています。 また、大学入試の

際には、合否判定の規準 として活用 されています。ただ し、名称が変化 してきたにもかか

わらず、その中身 である評価の規定にはあま り変化が見 られず、現在は大学入試 で拠 りど

ころとする合否判定の基準 として活用 され る意義が失われつつあ ります。 しか しなが ら、

「文章式の評価記録方式」は、単一の数値や標準的基準で評価す るよりも、児童生徒の行

動特性 をよ り正確 に記録できる点が有用であります。 その記録をもとに教師側 も授業のプ

ロセスにおいてつまづきを生 じた子 どもたちに、それぞれの特質や容態に応 じて指導す る

といった 「授業の個別化」が可能 となるなど、結果 として教師の負担軽減 にもなる と考 え

られ ます。

(2)遂 行評価に関する教育改革

韓 国では1986年 、 「yeolrin(開 かれた)教 育」(24)を導入 し、実施 しま した。その中で学

習 とは、① 児童の積極的な参与 を要求す る、② 出生直後からは じまる、とされています。

さらに学習方法について、③ 継続的、④ 個人的、⑤ 意 図的、⑥ 自己動機化(自 立的動機

付 け)が な されていること、⑦ 学習資料は児童 の発達水準に適合 してい ること、⑧ 児童は

学習の追従者 ではなく主導者 になること、とされています。 さらに、1990年 代か ら韓国の

教育で特に力が入れ られたのは、 「国家競争力強化」のための教育で した。新たな知識 ・

情報化時代を迎 えて、個人の思考の多様性や創造性 を高めるために多くの教育改革が行わ

れま した。こ うした流れの中で評価法もさらに吟味 されるよ うにな り、その象徴 として 「遂

行評価(performanceassessment)」 が導入 されました。韓国における遂行評価 は、課題 に

対す る学習者 の実践的なアプローチを評価する評価法の1っ であ り、知識の量 よ りは知識

をどのように活かすのかを評価 の重要な対象 としています。遂行評価の理論的な背景にあ

るのは、認知心理学の発展によって提唱 されてきた学習観及び学習者観 です。そ こでは、

学習及び学習者 をどのよ うな観点で見 るかによって、教育の 目的 ・内容 ・方法 ・評価の性

格 と方向が異なってくるとされています。

1991年 以降の遂行評価 に関す る韓国教育改革の動向は、次の表3で 示 した通 りです。

表3よ り、1996年 ソウルの初等学校(小 学校)が 遂行評価を導入 したことが端緒 となっ

て、1999年 の教授 ・学習の質的な改善のための議論がなされた ことが分か ります。これによ
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って、1999年 か ら全国のすべての初等学校 、中学校 、高校 において遂行評価 は一定の支持

を得 て、教育現場 に浸透 してい くことにな ります。そ こでは特に、 「評価の方法」の見直 し

が強調 されま した。

さらに、それまで評価 内容 と教授 ・学習 目標 との問に不一致があ り、児童生徒の創造力、

問題解決力な ど 「高次の思考力(higher-orderthinkingability)」 を軽視 してきたとい う

批判 の声が各方面からあがった ことか ら、その解決のために1996年 に国立教育評価院(25)

が 『遂行評価の理論 と実践』(26)いう遂行評価に関す る単行本を公刊 し、新 しい評価の概念

を広 めま した。 この遂行評価の理論 と実践が各学校や教育行政当局に普及 したことが、遂

行評価が全国的に拡大す る契機 にな りま した。1999年 には保護者にも 「遂行評価、このよ

うに行いま しょう」 とい う広報資料が配布 され、教育政策 として実施す る遂行評価の必要

性、 目標、内容、方法、ルーブ リックについて国民の理解 を求めています。

そ して、2001年 、韓 国教育課程評価院が開発 した 「教科適用のための評価基準 と採点基

準」では、各学校 により 「遂行評価の実行方法及びその手順」が定め られています。詳細

は、以下のよ うです。① 各教科担 当教師のグループ ・モデ レーション(調 整)を 経て、学

期別 もしくは年間の 「授業及び評価計画書」を作成する、② 教えよ うとす る成就(到 達)

基準(教 育 目標及び内容)を 具体化する、③ 実際に多様化 ・専門化 ・特性化 された授業を行

う、④ 到達基準に実際 どのぐらい達 したのか、その程度を把握す るため、ルーブ リックを

明確 にする(模 範答案及びルーブ リックの作成を含む)、 ⑤ 評価方法を決定 し、適切な評

価資料 ・フレームを制作する、⑥実際に多様化 ・専門化 ・特性化 された教育評価を実施す

る、⑦ ルーブ リックにより評価 し、その結果 を報告す る、⑧ 評価 の結果を教授 ・学習活動

にフィー ドバ ックす るとい う手順が決め られています。以上①か ら⑧の手順を経て、学校

現場 では教育内容、授業 ・評価方法、評価時期が詳細に記述 され ることとな ります。

また、各学校で設 けられている 「教科協議会」では、教科の 「教育課程」及び特性を勘

案 して遂行評価の領域、方法、回数、ルーブ リック、最終的な成績に反映する比率 などが

定め られます(反 映する比率の平均は、従来の評価が70%、 遂行評価が30%で す)。
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表31991年 以降の遂行評価に関す る教育改革の動向

年度 遂行評価に関する教育改革の動向

1991
・国 立 教 育 評 価 院 で 第3次 国 際数 学 ・理 科 教 育 動 向調 査(TIMSS)に 参 加 す る こ とを決 定 し、「遂 行 評 価(Performance

assessment)」 を 国 内 に実 験 的 に導 入 す る重 要 な契 機 と され た(国 立教 育評 価 院)。

1993

・韓国ソウル市教育庁では 「国民学校評価方法に対する改善対策」を発表し、筆記を主体 とする検査から脱却 して

多様な評価方法の使用を勧奨する(ソ ウル市教育庁)。

1995

・文民政府が21世 紀のための新 しい教育体制 として 「5.31育 改革案」を発表する。5.31教 育改革案では、学校評価

に関して、教育課程及び教師と児童や生徒 を含めた評価原則 ・基準及び実施方法を示 し、「評価担当機構」を設け

ることにした。その中では特に、 「評価の方法 と内容」が強調 された(教 育部の教育改革委員会)。

1996

・Baek ,Sun-Geunの 「遂行評価の理論と実践」が編集、刊行され、遂行評価が全国的に認知 されるようになる(児

童や生徒の評価において担当教師の専門的な 「観察 ・判断」を重視 しながら、評価方法の多様化 ・専門性 ・個性

化を強調)(国 立教育評価院)。
・遂行評価がソウル市教育庁で初等学校に(部 分的に)適 用されるようになる(ソ ウル市教育庁)。

1997

・韓国教育評価学会で 「遂行評価」に関する学術セミナーを開催 し、学界の関心が高まる(韓 国教育評価学会)。
・ソウル市教育庁が 「ソウル教育の新 しい波運動」を発表 し、学力伸張を最優先課題 にして取 り組むようになりソ

ウル初等学校から遂行評価を新 しい教育評価 として全学年、全教科で実施する(ソ ウル市教育庁)。

1998

・韓国教育課程評価院が政府の援助で発足 し、国立教育評価院が進めてきた教育評価機能を継承する(国 立教育評

価院は、1998年 、韓国教育課程評価院に名称変更)。
・中学校で遂行評価が拡大実施 される(教 育部)。
・「教育ビジョン2002」 では、国家政策 として遂行評価を導入することを公式に決定 した(教 育部)。
・教育部は遂行評価を全国的に実施するために16の 市、道の教育評価奨学官会議を行い 「遂行評価実施に関する指

針」を通達する(教 育部)。
・「2002年度大学入試改善案」で遂行評価の設問と採点基準を開発する(教 育部)。

1999

・初(小)・ 中 ・高等学校 「学校生活記録簿電算処理及び管理指針」に教科成績 に遂行評価成績を反映するように改

訂する(教 育部)。 こうした内容を具体化 し、各市道教育庁では 「初等学校学業成績管理実行指針」 「中等学校学

業成績管理実行指針」「高等学校学業成績管理実行指針」が刊行される(教 育部)。
・全国のすべての初 ・中 ・高等学校で遂行評価を実施する(教 育部)。
・「遂行評価、このように行いま しょう」とい う広報資料を保護者に配布する(韓 国教育課程評価院)。
・「市道別遂行評価担当中等奨学官会議」で教育庁ごとの遂行評価政策施行のための活動を確認する(ソ ウル市教育

庁)。
・「教育発展5年 間計画」では、学習者中心教育課程が強調される(教 育部)。

2001

・「学校生活記録簿電算処理及び管理指針」を改訂 し、遂行評価の概念、用語説明、評価方法の例を示す(教 育部は、

2001年 、教育人的資源部に名称変更)。
・教科適用のための評価基準と採点基準の開発を行 う(韓 国教育課程評価院)。
・「初・中等学校遂行評価現場適用評価及び改善方案研究」では、遂行評価実施上の問題点及び改善方案が示 されて

いる(韓 国教育課程評価院)。

2004

・ 「学校教育正常化のための2008年 度以降大学入試改善案」により 「大学入試(入 学査定官制)」 にも遂行評価 と

の一貫性が見られるようになる(教 育人的資源部)。

2007

・「学校生活記録簿電算処理及び管理指針」を改訂 し、成績結果の例示を削除する(教 育人的資源部)。
・ソウル市教育庁 より、叙述型・論述型の評価が拡大される(遂 行評価は50%以 上)(ソ ウル市教育庁)。
・韓国教育課程評価院、韓国教育評価学会が 「教育課程上の遂行評価適用実態と改善法案」 と題する学術セ ミナー

を開催 し、遂行評価の質的な管理や実際的な事項 と課題に関心が集まる(韓 国教育評価学会)。
・2007年 に改訂 された教育課程では、児童や生徒を中心とした教育課程 となってお り全教科で改訂が行われた(教

育人的資源部)。

2008

・「学校教育内実化のための遂行評価改善研究」では、遂行評価実施か ら10年 を振 り返 り、実践による実行効果を

具体的に把握するため、教師へのインタビューを行っている(韓 国教育課程評価院)。
・大学で 「入学査定官制導入」により 「高次の思考機能」 と個人内の潜在力を高く評価するようになっている(教

育科学技術部)。

(教育科学技術部、韓国教育課程評価院、 ソウル市教育庁 と韓国教育評価学会の資料をもとに筆者作成)
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遂行評価 を実施 した後には、 「遂行評価計画」 と 「年間教授 ・評価結果」を学校の 「学

業成績管理委員会」に提出す るシステムになっています。その背景にあるのは、「何 を知 っ

ているのか」だけでな く、 「それ をもとに何 ができるのか」 を評価 しよ うとす る 「代替的

評価(alternativeassessment)」 の考え方です。すなわち、児童生徒各人が どれほ ど多

くの知識 を習得す るのかより、多様 な問題 ・状況を把握 ・分析 し、創造的な代替の方法 を

考 え、より賢明に問題解決 をすることが重要 とされま した。

この遂行評価では、子 どもの認知的な発達水準を考慮 して学習の段階や難易度による段

階型 ・水準別 の教育課程が設 けられてお り、実生活 ・真正性が高い状況での問題解決能力

を伸張することが、すべての教科領域で強調 されています。

しか しなが ら遂行評価は、教育部による全国の学校への性急な導入推進 により、教師側

の不満が多 く聞かれ るよ うになったこともまた事実です。 当時の学校現場では、児童生徒

の数 の過多、教 える内容の多 さ、時間の確保 の難 しさ、評価の公正性及び客観性の保持の

困難 さといった理 由か ら、遂行評価の実施 が容易ではない とい う声が多 く聞かれま した(27)。

特に、各校の学年協議会や教科別協議会を活性化 させ、遂行評価で用い られる課題の適切

性 を常に維持 させ ることの困難 さを軽視 した り、あるいは遂行評価 を適切 に実行す ること

が難 しい(採 点基準)科 目に対 しても義務化 を早急に求めた りすることは、当時の トップ ・

ダウン政策の問題点 として指摘 されま した。 こうした点か ら見る と、教育改革の一環 とし

ての、遂行評価の推進戦略や普及方法に関 しては、なお検討の余地があった と言えます。

まとめと今後の課題

本稿では、戦後韓国の教育評価の歴史的展開とその意義を中心 に検討を行いま した。そ

の結果、以下のことが明らかにな りま した。

まず、戦後教育改革期(1945年 か ら1949年 まで)の 入学試験においては、多肢選択型及

び標準化検査が行 われていま した。当時の中学校入試案 による選抜では、入学志願者 の出

身公立国民学校長 の証明書、身体検査、知能検査、人物考査の結果で総合的に審査 されて

いま した。また、ソウル市が1947年 に発表 した 「入試 要綱」では詰 め込み式の学科試験 を

廃止 し、知能検査 は実施す るものの、出身学校長の推薦書(試 験成績の半分 を占める)で 評

価す ることを原則 としていま した。戦後教育改革においては、アメ リカの進歩主義か らの

影響 が強 く見 られ たのに対 して、対応する教育評価論は十分 に成熟 していなかったことが

うかがわれま した。

次に、1950年 から1972年 までの時期においては、測定論が強い影響力 を持 っていま し

た。「国家連合考査制度」による主観的考査か ら客観的考査法への転換 が行 われ、特に、1955

年の 「国民学校の生活記録簿書式及び処理要領」によ り、従来の 「学籍簿」か ら 「生活記録
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簿」に変わ り、標準化検査(知 能検査、学力検査)の 結果 も生活記録簿で記録するよ うに

なった ことを述べました。

しか し、この時期に大規模な入試改革が行 われたことは、その後の評価改革 を実現 しえ

た条件 として注 目してお くべきで しょう。朝鮮戦争後の教育人 口の膨張によって中学校入

試 が加熱 したことへの反省 に基づ き、国家管理制度下での 「無試験進学制度」が施行 され

ることにな りました、「高校平準化教育政策」に対 しては.学 力低下を招いた とい う批判が

投げか けられ たことによ り、 目標準拠評価の導入の必要性 が認識 され ることになったのだ

と考えられます。

こ うして、19了6年には教育政策 において 目標準拠評価が本格的に導入 され ることにな り

ました。さらに、1999年 以降、すべての学校 において遂行評価が実施 されま した。これは、

アジア諸国の中では比較的早い時期での導入で あった と言えます。 アメ リカの教育評価理

論である遂行評価が国家政策 として積極 的に導入 されたのは、 「個人 の思考の多様性や創

造性 を高める」教育の実施 に相応 しい評価であると考えられたか らで した。遂行評価は、

それ までの入学試験を主 として念頭 においていた教育体制の再検討 を踏 まえ、これ からの

時代 に求められ る人材 を育む とい う、教育の新 しい 目的を認識す る過程を経て導入 ・普及

され るに至ったわけです。

以上、本稿 では戦後か ら現在 に至るまでの韓国の教育評価改革の変遷に即 して、その意

義を概観 し、教育評価 の歴吏 を整理 しま した。 よって、これまで 日本 において考察 されて

こなかった「韓国にお ける教育評価改革 の変遷」を具体的に示すこ とができた と考えます。

今後の課題 としては、現在の韓国の初等学校 における遂行評価の具体像について明 らか

にし、考察す ることがあ ります。韓国の初等学校では遂行評価導入以降、現在 まで どのよ

うに実践 されてきているので しょうか。 それを明らかにす るために、 ソウル市の初等学校

に注 目して、具体的な 「遂行課題」について検討 していきたい と考えています。

圃謎

(1)狐m,Jon罫 一H鵬ok『 韓国と日本の学制変遷過程比較研究(聾 尋斗 望尋潮 聾刈 遇墨蹄碧 刊1皿魁子)』

韓国学術情報、2⑪⑪8年、p.215.

(2)1,Gil・Sang『2⑪ 世紀韓国教育史(2⑪矧フ1聾蕃ヱ丹みD』ジ弘ンダン、2⑪⑪7年 、p.259。

③ 韓国の初等教育機関の名称は,194⑪ 年代は 「公立国民学校」,195⑪年代か らは 「国民学校」 と呼ば

れ、1996年 からは 「初等学校」で定着しています。以下、当該年燃 臓 ナが頻雑になるので、必要

な箇所では()内 に注記 します。

④ 韓国の 「文教部」は、教育に関する事務を処理するために設置された申央行政機関です。129⑪年、「教

育部」に名称浴変更 されました。2⑪⑪1年には 「教育人的資源部」と改称 し、2008年 には、科学技術

部と統合 し、「教育科学技術部」 となっています.

71



(5)Lockard,E.Nは 、Chicagoの 大 学英 語 教 師 で した。戦 時 中に 陸 軍 民 政 訓 練 学 校(CivilAffairsTraining

School,CATS)で 日本 の 教 育 、 特 に 修 身 教 育 に 関 す る訓 練 を 受 け て い ま した 。

(6)韓 国 語 の 文 献 と 日本 語 の 文 献 を 区分 す るた め、韓 国 人 の名 前 は 、 「ハ ン グル 名 前 ロー マ 字 表 記 」に基

づ い て い ま す。

(7)阿 部 洋 『開 放 後 韓 国 の 教 育 化 改 革 』 韓 国 研 究 院 、1987年 、pp.8-9。

(8)1,Ching-Chan「 米 軍政下 の 韓国初等教育(ロ1そ 碧司到 尋号 主号正 射 」延世 大学修 士学 位論文 、1973年 、

pp.68-69。

(9)こ こ で の 「新 教 育 」 と は、 伝 統 的 な 教 育 を 止 揚 し、 民 主 主 義 の理 念 の 上 に 教 育 を成 り立 たせ よ うと

した もの で す。 つ ま り、 ア メ リカ 式 民 主 教 育 を 当 時 は 、 「新 教 育 」 と呼 ん でい ま した。

(10)「 朝 鮮 教 育 審 議 会 」 は 、1945年11月14日 に発 足 し、 韓 国 の 教 育 再 建 の た め に民 主 主 義 と民 族 主 義

の新 しい 政 治理 念 を樹 立 しま した。

(11)阿 部 洋 、 前 掲 書 、pp.10-11。

(12)1,Gi1-Sang、 前 掲 書 、pp.268-278。

(13)1,Gi1-Sang、 前 掲 書 、p.463。

(14)1,Gi1-Sang、 前 掲 書 、p.462。

(15)Bak,Sang-Man『 韓 国教 育 史 下(尋 号 丑舟 入ト)』大 韓 教 育 連 合 会 、1959年 、p.202。

(16)nunchi(気 配)作 戦 と は、 先 試 験 、後 志 願 に よ り大 学入 試 の 動 向(気 配)を 探 り、 情 報 を集 め る こ と

で 、 受 験者 自身 が 自分 に 有利 な 処 置 を とる こ とで す。

(17)韓 国教 育10年 史 刊 行 『韓 国 教 育10年 史(妊 号 皿 舟10思 入D』 ソ ウル:フ ンム、1960年 、p.168。

(18)文 教 部 で 制 定 した16項 の行 動 発 達項 目は 、 昭和24年(1949)に 制 定 した 日本 の 「生 徒 指 導 要 目」 の

18項 と類 似 して い る項 目が 多 く見 られ ま す 。

(19)東 亜 日報 、1969年2月5日 。

(20)現 在 の 韓 国 は7市9道 で 構 成 され て お り、 各 市 ・道 にそ れ ぞ れ 教 育 庁 が 置 か れ て い ま す 。

(21)1,Deok-Ho『 親 美 事 大 主 義 教 育 の 展 開 過 程(型 ロ1入圖 手 到 皿 舟 到 週7刊叫 瑚)』 ダウン、2001年 、

PP.90-93。

(22)こ こで の 「教 育課 程 」 とは 、韓 国 の教 育課 程 で あ り告 示 され る もの です 。

(23)「 成 就 度 評 定 換 算 度 」 は 現 場 に適 応 せ ず 、1999年 教 育 部 訓 令 に よ り廃 止 され ま した。

(24)「 開 か れ た 教 育 」 とは 、openeducationの こ とで す。 これ は 、個 人 の 自由な 精 神 に よ る様 々 な 開 発

能 力 や創 意 工 夫 意 欲 を育 成 し、 健 全 な 自 己実 現 と社 会 的 適 合 性 を高 め るた め の教 育 で す 。

(25)国 立教 育 評 価 院 は 、1998年 に韓 国 教 育 課 程 評 価 院(KoreaInstituteofCurriculum&Evaluation)

に名 称 が 変 更 され ま した 。 韓 国 教 育 課 程 評 価 院 は、 政 府 出損 の 専 門研 究 機 関 で あ り、 主 要 業 務 は 、

教 育 課 程 と教 育 評 価 に 関す る研 究 ・開 発 で す 。

(26)Baek,Sun-Geun他16名 『遂 行 評 価 の 理 論 と実 際(午 噌 遍7回01薯 叫 唱 刈)』 教 育 評 価 院 、1鰯 年,

(27)韓 国教 育 課 程 評 価 院 「初 ・中等 学 校 遂 行 評 価 現 適 用 評 価 及 び 改 善 方 案 研 究(主 ・吾 号 叫 丑 午 墾 碧 升

嗣 を 剤 暑 喫 フ刊組 世 魁 望 子)」KICE、2001年 。

72


